


























































The current status and issues of the Independence of children after leaving 
children’s homes























全国平均 18.3% より高く、進学は 30.1% と全国平均
70.8% より低かったが、2017 年までが 25% 前後であっ
たことに比べると増加していたことが示された。厚生
労働省（2017）は、施設児童の 2014 年度卒児について、










































平成 27 年度から平成 29 年度の間に退所児童がいた
20 施設を対象とした。






















5% 未満であった。また、退所時の年齢は、16 ～ 18
歳が 40% 程度と最も多く、次いで 13 歳～ 15 歳、6
歳未満の順であった（表 3）。
　退所後のアフターケアについては、実施している
のは 50% 強で（表 4）、頻度では年 1 ～ 2 回が 40% 程
度と最も多く、3 ～ 4 回が 20% 強、5 ～ 6 回が 20%




が 20% 強、アフターケア担当職員は、27 年度と 28 年
度が 10% 強で、29 年度には 18% と増えていた（表６)。
アフターケアの対象者は、本人が 70% 程度で、次い
で多かったのが父母で、27 年度と 28 年度が 15% 程度
であったが、29 年度には 20% と増加していた（表７）。 
　また支援方法では、電話が 40% 強、来園が 25% 強、





　高校卒業後に退所した児童は、3 年間で 211 名であ




27 年度 28 年度 29 年度 ３年間の平均
男子 125 120 89 111.3
女子 83 93 84 86.7
208 213 173 198
表1　退所児童数
27 年度 28 年度 29 年度 ３年間の平均
家庭復帰（措置理由解消） 81（38.9%） 81（38.0%） 70（40.5%） 77.3（39.1%）
家庭復帰（就職・進学） 15　（7.2%） 12　（5.6%） 12　（6.9%） 13.0　（6.6%）
家庭復帰（中途退学） 2　（1.0%） 4　（1.9%） 0　（0.0%） 2.0　（1.0%）
家庭復帰（強引な引き取り） 0　（0.0%） 3　（1.4%） 4　（2.3%） 2.3　（1.2%）
家庭復帰（その他） 12　（5.8%） 12　（5.6%） 9　（5.2%） 11.0　（5.6%）
措置変更（他施設） 14　（6.7%） 21　（9.9%） 12　（6.9%） 15.7　（7.9%）
措置変更（里親・ファミリーホーム） 8　（3.8%） 13　（6.1%） 15　（8.7%） 12.0　（6.1%）
自立（就職） 60（28.8%） 53（24.9%） 37（21.4%） 50.0（25.3%）
自立（進学） 7　（3.4%） 5　（2.3%） 7　（4.0%） 6.3　（3.2%）
自立（福祉的就労） 6　（2.9%） 5　（2.3%） 5　（2.9%） 5.3　（2.7%）
その他 3　（1.4%） 4　（1.9%） 2　（1.2%） 3.0　（1.5%）
計 208 213 173 198.0
　表2　退所に至った理由
27 年度 28 年度 29 年度 ３年間の平均
６歳未満（未就学） 28（13.5%） 26（12.2%） 34（19.7%） 29.3（14.8%）
７歳～９歳（小学校・小学部低学年） 20　（9.6%） 17　（8.0%） 13　（7.5%） 16.7　（8.4%）
10 歳～ 12 歳（小学校・小学部高学年） 16　（7.7%） 26（12.2%） 17　（9.8%） 19.7　（9.9%）
13 歳～ 15 歳（中学校・中学部） 40（19.2%） 36（16.9%） 35（20.2%） 37.0（18.7%）
16 歳～ 18 歳（高校・高等部） 97（46.6%） 97（45.5%） 67（38.7%） 87.0（43.9%）
19 歳以上 7　（3.4%） 11　（5.2%） 7　（4.0%） 8.3　（4.2%）




27 年度 28 年度 29 年度 ３年間の平均
有 109（52.4%）107（50.2%）93（53.8%）103.0（52.0%）
無  99（47.6%）106（49.8%）80（46.2%） 95.0（48.0%）
208 213 173 198.0
表４　アフターケアの有無（退所後１年間）
27 年度 28 年度 29 年度 ３年間の平均
１～２回／年 52（47.7%） 45（42.1%） 33（35.5%） 43.3（42.1%）
３～４回／年 17（15.6%） 28（26.2%） 19（20.4%） 21.3（20.7%）
５～６回／年 21（19.3%） 20（18.7%） 14（15.1%） 18.3（17.8%）
１回／月 17（15.6%） 11（10.3%） 20（21.5%） 16.0（15.5%）
２～３回／月 2　（1.8%） 1　（0.9%） 5　（5.4%） 2.7　（2.6%）
１～２回／週 0　（0.0%） 0　（0.0%） 1　（1.1%） 0.3　（0.3%）
３～４回／週 0　（0.0%） 0　（0.0%） 1　（1.1%） 0.3　（0.3%）
ほぼ毎日 0　（0.0%） 2　（1.9%） 0　（0.0%） 0.7　（0.6%）
計 109 107 93 103.0
表５　アフターケアの頻度について（平均値）
27 年度 28 年度 29 年度 ３年間の平均
アフターケア専任職員 19（12.5%） 16（10.3%） 24（18.0%） 19.7（13.4%）
入所当時の担当職員 83（54.6%） 76（48.7%） 69（51.9%） 76.0（51.7%）
入所当時の職員（担当以外） 37（24.3%） 39（25.0%） 27（20.3%） 34.3（23.4%）
職業指導員 1　（0.7%） 4　（2.6%） 2　（1.5%） 2.3　（1.6%）
自立支援専門員 1　（0.7%） 0　（0.0%） 0　（0.0%） 0.3　（0.2%）
家庭支援専門相談員 1　（0.7%） 12　（7.7%） 2　（1.5%） 5.0　（3.4%）
生活支援員 0　（0.0%） 3　（1.9%） 1　（0.8%） 1.3　（0.9%）
その他の職員 6　（3.9%） 5　（3.2%） 8　（6.0%） 6.3　（4.3%）
他施設職員 0　（0.0%） 1　（0.6%） 0　（0.0%） 0.3　（0.2%）
その他 4　（2.6%） 0　（0.0%） 0　（0.0%） 1.3　（0.9%）
計 152 156 133 147.0
表６　アフターケアを行った者について
27 年度 28 年度 29 年度 ３年間の平均
本人 93（71.0%） 93（73.8%） 74（67.3%） 86.7（70.8%）
父母 21（16.0%） 18（14.3%） 23（20.9%） 20.7（16.9%）
兄弟・姉妹 2　（1.5%） 5　（4.0%） 0　（0.0%） 2.3　（1.9%）
親戚 1　（0.8%） 0　（0.0%） 1　（0.9%）　 0.7　（0.5%）
職場関係者 4　（3.1%） 0　（0.0%） 1　（0.9%） 1.7　（1.4%）
施設関係者 8　（6.1%） 8　（6.3%） 1　（0.9%） 5.7　（4.6%）
里親 2　（1.5%） 2　（1.6%） 5　（4.5%） 3.0　（2.5%）
行政関係者 0　（0.0%） 0　（0.0%） 3　（2.7%） 1.0　（0.8%）
その他 0　（0.0%） 0　（0.0%） 2　（1.8%） 0.7　（0.5%）





現在の状況について 48.8% が在学中であり、20.9% は
卒業後就業中、18.6% は中退し就業していた。進学者




58.8% で、退職後就業中の者が 27.5% であった。9.8%
は現在の状況が不明であった。また 52.6% に対してア
フターケアが行われていた。福祉的就労をした退所者





















27 年度 28 年度 29 年度 ３年間の平均
電話 65（39.2%） 72（47.1%） 59（42.1%） 65.3（42.7%）
ＳＮＳ（メール等） 16　（9.6%） 12　（7.8%） 13　（9.3%） 13.7　（8.9%）
手紙 0　（0.0%） 1　（0.7%） 3　（2.1%） 1.3　（0.9%）
訪問 36（21.7%） 21（13.7%） 25（17.9%） 27.3（17.9%）
来園 47（28.3%） 43（28.1%） 36（25.7%） 42.0（27.5%）
その他 2　（1.2%） 4　（2.6%） 4　（2.9%） 3.3　（2.2%）
計 166 153 140 153.0
表８　アフターケアの支援方法について
27 年度 28 年度 29 年度 ３年間の平均
相談支援 95（62.1%） 92（58.2%） 73（55.3%） 86.7（58.7%）
就労支援 8　（5.2%） 7　（4.4%） 6　（4.5%） 7.0　（4.7%）
対人関係支援 4　（2.6%） 5　（3.2%） 5　（3.8%） 4.7　（3.2%）
住宅支援 4　（2.6%） 2　（1.3%） 3　（2.3%） 3.0　（2.0%）
経済的支援 1　（0.7%） 5　（3.2%） 3　（2.3%） 3.0　（2.0%）
情報提供 20（13.1%） 22（13.9%） 17（12.9%） 19.7（13.3%）
苦情対応 0　（0.0%） 2　（1.3%） 2　（1.5%） 1.3　（0.9%）
同行支援 5　（3.3%） 2　（1.3%） 4　（3.0%） 3.7　（2.5%）
引き取り 1　（0.7%） 1　（0.6%） 0　（0.0%） 0.7　（0.5%）
他機関への繋ぎ 4　（2.6%） 4　（2.5%） 2　（1.5%） 3.3　（2.3%）
レスパイト 0　（0.0%） 4　（2.5%） 3　（2.3%） 2.3　（1.6%）
施設内支援 1　（0.7%） 1　（0.6%） 0　（0.0%） 0.7　（0.5%）
その他 10　（6.5%） 11　（7.0%） 14（10.6%） 11.7　（7.9%）












自立はそれぞれ 5% 未満であり、3 分の 1 強の児童は
自立による退所であった。また高校卒業後に退所し
た児童については、進学が 20% で、そのうち、60.5%
が専門学校に進学し、27.9% が 4 年制大学に、それ以
外が短期大学に進学していた。就職は 72%、福祉的
就労が 7.6% であった。文部科学省（2019）による全体
の進学者の内訳は、進学者が 82.8% で、大学 53.7%、
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